



















「公的な場」と 「パブリック・フォ ー ラム」
本稿の関心（以上，81巻6





ー公立図書館と伝統的パブリック ・ フォ ー ラム
道路， 公園， 公立図書館
すで ように， 船橋市西図書館事件最高裁判決は 「公立図書館」に
「公的な場」としての位置づけを与え， そして， 泉徳治はこの な場」
を「パブリック・ フォ ラム と捉えている その際に彼が念頭に置いてい
るのは， 伊藤正己裁判官のパブリック ・ フォ ー ラム る (31) 。 周知のご
とく， 私鉄の駅構内でのビラ配布や演説が問題となった
吉祥寺駅事件 (32)において， 「一般公衆が自由に出入りできる場所は， それぞ




て役立つことが少なくな」＜， 「道路， 公園， 広場などは， その例である」
としたうえで， 「これを 『パブリック ・ フォ ー ラム』 と呼ぶことができよう」





館事件最高裁判決において 「我々が 『公的な場』 と呼んだのは， 伊藤補足意
見の 『パブリック ・ フォ ー ラム』 と同義と言ってよいと思います」(34) と述べ
ている。 泉によるこのような説明の含意は， 必ずしも明らかではない。 とは
いえ， このような泉の説明を措いていうならば， 公立図書館を道路や公園に
類するものとして択えることができるのか否かを考えることは， 本稿にとっ
て重要な課題の一つであるといえる。 そこで， 以下では， 公立図書館(pub­
lie library)を道路や公園（伝統的パブリック ・ フォ ー ラム）に類するものと
捉えるガテギ(John N. Gathegi)の議論 (35) を参考にしながら， この点につい
ての整理を行うことにしよう。
2 パブリック ・ フォ ー ラム論 (36)
(1)パブリック ・ フォ ー ラム論の起源
パブリック ・ フォ ー ラム論について語るときに， 必ずといってよいほど言
及 さ れ る の は ， 1939年のHague判 決 (37) に おい てロバ ー ツ(Owen J. 
Roberts)裁判官が述べた次のような見解である。
「道路や公園の権原の所在がどこであれ， それらは， 記憶にないほど










られ得たわけではなかった。 すでに触れたように， かつては， 合衆国憲法第
1修正による言論の自由の保障は， 自らのメッセ ー ジを伝達するために他者
の財産を使用することまでを含んでいるわけではないということを前提とす
ることで， 政府が所有・管理する道路や公園において言論活動を行うことは
「権利」 ではないと考えられていた。 このような考え方を， 一般に， 権利と









後に合衆国最高裁裁判官となるホ ー ムズ(Oliver Wendell Holmes, Jr.)がマ
サチュ ーセッツ1+1の最上級裁判所であるSupreme Judicial Court of Massa­
chusettsの判事であった時に述べた見解であるが， この判断はその後合衆




は， レクリエ ー ションや休息のために公園を利用すること， あるいは人や物
の移動のために道路を利用することを権利と認めることと両立するという点
である (42) 。 したがって， ここでの問題は， 伊藤裁判官の表現を借りていえ
ば， 道路や公園の 「本来の利用目的」に加えて， さらに， 「表現のための場」
として道路や公園を利用することは特権にすぎないのか， ということにな
る。 そして， 前述の1939年のロバ ー ツ裁判官の見解は， 「歴史」に言及しつ
つ， 言論の自由の保障という観点からそのような特権論を克服しようとした
ものであったということができる。
(2)パブリック ・ フォ ー ラム論の展開
アメリカの憲法判例において展開してきたパブリック ・ フォ ー ラム論は，
1980年半ばに， 概ね次のような内容のものとしての整理されるに至っ
た (43)。
パブリック ・ フォ ー ラム論は， 政府の財産を伝統的パブリック ・ フォ ー ラ
ム， 指定的パブリック ・ フォ ー ラムおよび非パブリック ・ フォ ー ラムの3つ
に分類する。
まず， 伝統的パブリック ・ フォ ー ラムとは， 「永きにわたる伝統ないし政
府の命令により集会および討論に捧げられてきた場所」(44)のことであり， 道
路や公園がこれに該当する。 このような伝統的パブリック ・ フォ ー ラムにお
いては， 政府はすべての情報伝達活動を禁止することは許されない。 また，
「伝統的パブリック ・ フォ ー ラムの主要な目的は思想の自由な交換であるの
で， 言論者がそのパブリック ・ フォ ー ラムから排除されうるのは， その排除
がやむにやまれぬ州の利益に仕えるのに必要であり， かつ， その排除がその





替的伝達手段が開設されていれば， 内容中立的な時， 場所， 方法の規制を行
うことが許される。
次に， 「 政府がある場所やコミュニケ ー ション手段を意図的にパブリッ
ク ・ フォ ー ラムに指定した時は， 言論者は， やむにやまれぬ政府の利益なく
排除されえない」 (46) 。 公立劇場等が， このようなパブリック ・ フォ ー ラム
（指定的パブリック ・ フォ ー ラム） に該当する。 政府には， このようなパブリッ
ク ・ フォ ー ラム（指定的パブリック ・ フォ ー ラム） を維持しつづける義務はな
いが， 維持している限りは， 伝統的パブリック ・ フォ ー ラムの場合と同様に
拘束されることになる。 また， 政府は特定の目的に限定されたパブリック ・
フォ ー ラム， すなわち， 特定の利用者， あるいは特定の主題に限定したパブ
リック ・ フォ ー ラムを創設することもできる (47)(限定的パブリック ・ フォ ー ラ
ム）。
非パブリック ・ フォ ー ラムとは， 「伝統」や政府による 「指定」のいずれ
によっても公的なコミュニケ ー ションのためのフォ ー ラムではない公的財産
をいう (48) 。 非パブリック ・ フォ ー ラムにおいては， 時， 場所， 方法の規制
に加えて — 観点(viewpoint)に基づく差別は許されないものの― その他
の規制も合理的である限り許容される (49)。
(3)公立図書館と道路・公園
ところで， 公立図書館をパブリック ・ フォ ー ラム論と捉える見解の多く
は， 公立図書館を指定的パブリック ・ フォ ー ラム（限定的パブリック ・ フォ ー
ラム） と捉える傾向にあるといえるが（この点は次節で検討する）， ガテギは，
「公立図書館は限定的パブリック ・ フォ ー ラムであるという結論は， 政府の






すのである。 政府は， 自ら資金を供出して公立図書館を設け， そして公衆は
それを無料で利用できるのであるが (51)ガテギは， そこに， 知識のある市民
こそが民主制の機能において不可欠であるという信念を見出している (52) 。
公衆は， 道路の場合と同じように公立図書館へ自由に立ち入ることができる
し， そこから退出することも自由である (53) 。 公立図書館は道路や公園等と
同じように思想の自由市場の不可欠の構成要素なのである (54) 。 もちろん，
公立図書館の中には， 公衆に開かれていない区域も存するが， 道路にもマン
ホ ー ルや補修箇所など公衆に開かれていない区域が存している (55)。
このようなガテギに立ち塞がるのは ―1980年代に一 応の成立をみた
—前述のパブリック ・ フォ ー ラム論である。 すなわち， 前述のパブリッ
ク ・ フォ ー ラム論においては， 道路や公園などが 「伝統的パブリック ・ フォ
ー ラム」とカテゴライズされる一方で， それ以外の場所は道路や公園ではな
いので伝統的パブリック ・ フォ ー ラムではない， という帰結を導きやすくな
り， また， そこに表現活動のための場所として開くという政府の意図が認め
られない限り， そこは指定的パブリック ・ フォ ー ラムにも該当しないという
ことになる。 すなわち， 紙谷雅子のいうように， 「合衆国最高裁判所はパブ
リック ・ フォ ー ラムを消極的， 否定的なコンテクストで用い， さまざまな場
所をパブリック ・ フォ ー ラムではないと規定することによって， 表現活動の
場を伝統的な環境， あるいは， 明白に表現活動のために用いられるべしと指
定されたところだけに限定してい」ったのである (56) 。 このようなパブリッ
ク ・ フォ ー ラム論においては， 道路や公園以外のものが 「伝統的パブリッ
ク ・ フォ ー ラム」に新規参入することは非常に困難である。
このような状況において， ガテギが1992年のLee判決 (57)におけるケネデ
ィ裁判官(Anthony M. Kennedy)の結果同意意見に注目していることは興味










れており，そして，この点は本件で特に争われていない (59) 。 この事件での
争点の1つは，“公の機関によって運営されている空港タ ー ミナルはパブリ
ック ・ フォ ー ラムであるか否か
”
であった。
1980年代半ばに一応の成立を見たパブリック ・ フォ ー ラム論を踏まえれ
ば，‘‘公の機関によって運営されている空港タ ー ミナルはパブリック ・ フォ
ー ラムか
”
という問いに対する答えを導き出すのは容易である。 空港タ ー ミ
ナルの歴史は，道路や公園の歴史よりも短く，文書の配布等を行うために空
港タ ー ミナルを利用するという慣行は，その短い空港タ ー ミナルの歴史のな
かでも，さらに近時の事柄に属する。 したがって，空港タ ー ミナルは 「伝統
的パブリック ・ フォ ー ラム」ではない。 また，空港タ ー ミナルの運営者が意
、 、 、
図的に空港タ ー ミナルを表現活動のためのフォ ー ラムとして開設してきたと
いうこともないので，空港タ ー ミナルは 「指定的パブリック ・ フォ ー ラム」
でもない。 以上から，空港タ ー ミナルはパブリック ・ フォ ー ラムではないと









ケネディは， 公園や公道がパブリック ・ フォ ー ラムとして承認されつづけ
ることの意義を認めつつも， 多くの人々が自動車で移動し， さらに， 公園が
しばしば犯罪の場所となってしまっている国においては， 新しい類型の政府
の財産が言論活動に適合的なフォ ー ラムでありうることを認める必要性を説
いている (61)。 そして， 空港こそは， 多くの人々が出会う数少ない政府所有
の財産の1つであり， そうであれば， 空港をパブリック ・ フォ ー ラムとして
認めることには大きな意味があることになる (62) 。 その上で， ケネディは，
法廷意見の採るパブリック ・ フォ ー ラム論においては， 道路や公園の主要な
目的が 「思想の自由な交換」であるとされている (63) 点を批判し， 「道路や歩
道の主要な目的が， 空港と同様に， 公共的な討論ではなく輸送を促すことで
あることは明白であるように思われる」(64) し， 「公園を作る目的は， 討論の
ためと同程度に美と開かれた空間のためであるかもしれない」 (65)ことを指摘
する。 ここから浮かび上がってくるのは， 「主要な目的」が 「思想の交換」
であるとは一概にいいきれない 「道路」や 「公園」において表現活動を認め
ようという試みこそが， パブリック ・ フォ ー ラム論の本来の姿だったのでは
ないか， ということである (66)。
このように考えれば， 道路と同じく輸送ための施設であり， かつ， 多くの
人々が集う空港タ ー ミナルはパブリック ・ フォ ー ラムなのか， という問いを
立てることそれ自体はそれほどおかしなことではないことになる。 もちろ
ん， 空港タ ー ミナルの場合， 特別の安全上の理由から公衆によるアクセスを
制限する権限を有しているが， 公園を整地する権限を政府が有していること
が， 公園が公衆に開かれている限りパブリック ・ フォ ー ラムが存在すると認





このように， 法廷意見の採るパブリック ・ フォ ー ラム論に根本的な批判を
加えたケネディは， 政府所有の財産の客観的 ・ 物理的な特質と， 政府が認め
てきた公衆による当該財産へのアクセスとその利用とが， 表現活動が適当で
ありかつその利用と両立可能であることを示しているのであれば， その財産
は， パブリック ・ フォ ー ラムとなるべきである， とする議論を展開し(68),
その上で， “空港タ ー ミナルはパブリック ・ フォ ー ラムである"(69) としたの
である (70) (71) 。
(3)公立図書館と伝統的パブリック ・ フォ ー ラム
ところで， 公立図書館とパブリック ・ フォ ー ラム論に関する合衆国最高裁
の判決としては， 2003年のALA判決 (72) がある。 これは， 連邦法である児
童インタ ーネット保護法(Children's Internet Protection Act; CIPA)により，





官の相対多数意見は， “公立図書館はパブリック ・ フォ ー ラムであるか否か
”




ンタ ー ネットは伝統的パブリック ・ フォ ー ラムでもなければ指定的パブリッ
ク ・ フォ ー ラムでもないとしたのである (73) 。 この事件についての詳細な検





ォ ー ラムを創設するためにインタ ーネット ・ タ ー ミナルを購入している
わけではないのは， 本の著者が言論を行うためのパブリック ・ フォ ー ラ
ムを提供するために本を収集しているのではないのと同様である。」 (74)
と こ ろ で ， ガテギは， 裁判所が 公 立 図 書 館 を 「 ひと かどの(full
fledged)」パブリック ・ フォ ー ラムと捉えることに躊躇する理由の1つは，
言論者と受領者の二分法であろうと推測している (75) 。 道路や公園といった




に保護されるという関係に立っている (76) 。 ガテギは， 公立図書館の場合だ
とこのような言論者とその受領者との関係が成り立つわけではないことは認
めつつも， 言論者による言論が抑制されるということはパブリック ・ フォ ー
ラム性を損なうものではないと考える。 夜も含めて四六時中道路や公園でデ
モンストレー ションが行われれば， 輸送やレクリエ ー ションのための場とし
ての有用性が害されてしまうことになるので， 道路や公園においても表現活
動の制限がなされうるが， かかる制限が道路や公園におけるパブリック ・ フ
ォ ー ラム性を減じるものとはいえないからである (77) 。
4 言論者と聴衆
道路や公園は， 本来， 言論活動のために設けられたわけではない， という
前提に立つならば， 空港タ ー ミナルを道路や公園と区別するべき必然性がな
くなるのではないか， というケネデイの指摘は， パブリック ・ フォ ー ラム論









が， この点においても， 公立図書館と道路や公園は類似している。 すなわ
ち， 道路や公園をパブリック ・ フォ ー ラムとして維持するための（清掃や保
守にかかる費用等）は公費で賄われることになるからである (78) 。 サンスティ









しかしながら， ガテギが， 公立図書館のパブリック ・ フォ ー ラム性を考え
る際に， 焦点をあくまでも利用者に合わせている点には留意が必要であろ
う。 もちろん， 公立図書館における本質を情報の交換と捉え， かつ， それを
思想の自由市場の要としているのであるから， 情報の送り手（言論者）が等
閑視されているわけではないが， 情報の送り手が後景に退いていることは否
定できない。 また， サンスティンは， 人々が， 公園などで演説をしている人
に偶然出会うことの意義を説いていたが (80), これは， 多くの人々は， 必ず
しも情報を求めて公園などに赴いているわけではないことを意味する。 さら
に， ガテギは， 夜間等に道路や公園での表現活動が制限されうるとしても，









(33) アメリカのパブリック ・ フォ ー ラム論は， 公的な財産がパブリック ・ フ
ォ ー ラムであるか否かによって， 違憲審査基準を使い分けているのに対し，
伊藤裁判官のパブリック・ フォ ー ラム論は， 当該場所がパブリック ・ フォ ー
ラムであるか否かを利益衡量の際の考慮要素の一 つとしている（市川正人
『 表現の自由の法理』〔日本評論社， 2003年〕305頁を参照）。 また， アメリ
力におけるパブリック ・ フォ ー ラム論が公的な財産（政府の財産） に関する
ものであったのに対し， 伊藤裁判官のパブリック ・ フォ ー ラム論は， 私鉄の
駅前広場などについてもパブリック ・ フォ ー ラム的性格を認めようとするも
のである（この点で， 平地秀哉 「 判批」長谷部恭男ほか編 『憲法判例百選I
〔第6版〕』〔有斐閣， 2013年〕133頁を参照）。
(34) 泉ほか• 前掲註(18)223頁［泉発言］。
(35) John N. Gathegi, The Public Library as a Public Forum: The (DE)
evolution of a Legal Doctrine, 75 THE LIBRARY Q. 1 (2005). 
(36) パブリック ・ フォ ー ラム論については， 藤田浩 「 公けの施設の利用と表
現の自由 アメリカにおけるpublic forumの法理の検討」 『広島経済大学
研究論集』5巻4号(1983年）1頁以下， 長岡徹 「アメリカ合衆国における
パブリック ・ フォ ー ラム論の展開」 『香川大学教育学部研究報告第I部』64
号(1985年）53頁以下， 紙谷雅子 「パブリック ・ フォ ー ラム」 『 公法研究』
50号(1988年）103頁以下， 紙谷雅子 「 表現の自由(3 . 完） 合衆国最
高裁判所にみる表現の時間， 場所， 方法および態様に対する規制と， 表現の
方法と場所の類型 」 『国家学会雑誌』102巻5·6号(1989年）1頁以
下， 若松園美 「 パブリック ・ フォ ー ラム論の一 考察（上）（下） 一ー その生
成， 発展， および現代的理論を中心にして 」 『 愛知論叢』55号(1993
年）1頁以下， 56号(1994年） 1頁以下， 市川 ・ 前掲註(33)110�133頁，





181頁以下， 中林・前掲註(21), 城涼 ー 「合衆国最高裁判所におけるパブ
リック ・ フォ ー ラム法理 その問題点と最近の動向 一 」『比較法雑誌』
45巻4号(2012年） 179頁以下， 横大道聡 『 現代国家における表現の自由
―言論市場への国家の積極的関与とその憲法的統制』（弘文堂， 2013年）
129�166頁等を参照。
(37) Hague v. Committee for Industrial Organization, 307 U.S. 496
(1939).
(38) Id. at 515 (opinion of Roberts, J. ).
(39) See, generally, William W. Van Alstyne, The Demise of the Right­
Privilege in Constitutional Law, 81 HARV. L. REV. 1439 (1968). なお， 権
利と特権それぞれの意味が問題となるが， ここでは， 広義の意味， すなわち
「『権利』 ないし 『法的権利』」を 「法的に保護された利益」と解し， 「権利で
はない利益」を 「特権」」と解しておく （中林• 前掲註(23) 265頁を参
照）。
(40) Commonwealth v. Davis, 162 Mass. 510, 511, 39 N. E. 113,113
(1895).
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